



























































































　次に、「 3 　 4 条 1 項柱書きの解釈運用における裁量性」において、公







由として「規定の態様」「規定の適用対象たる事柄の性質」「法 4 条 1 項を
導入した1973年改正の背景と導入の趣旨」を挙げる。
























































































































































































































































































「防 衛 目 的 土 地 調 達 法（LBG）
（20）






























































































題について」平成法政研究第24巻第 1 号（2019年）91頁〜140頁のうち第 3 章第 2
節の部分（119頁〜122頁）。




















































































































































（35）　連 邦 国 土 整 備 法（現 行）、Raumordnungsgesetzvom22.Dezember2008
（BGBl.IS.2986）.














































（39）　現行の連邦国土整備法は 2 条 2 項において、例えば、生存配慮（Daseinsvorsorge）
の給付及びインフラの供給をその公平な機会を確保するため、空間において適切な
方法で保障すべきこと（ 3 号）などを、また 7 号において、防衛及び文民防衛が適
切に顧慮されるべきことを定めている。












　1956年 2 月 2 日の防衛目的土地調達法案の第 1 回審議において、野党

























































（45）　本稿第 2 章第 1 節、Helmut Rumpf,a.a.O,,S.3ff.






































































766　　早法 95 巻 3 号（2020）
　原則として連邦は州ないし厳密には収用官庁に対して典型的な申請者及















































































































770　　早法 95 巻 3 号（2020）
優先されるべき場合についての特別規定など、多くを学ぶ必要がある。
　また、本稿では紹介できなかったが、連邦行政裁判所の判決を中心に、
防衛目的の土地調達をめぐって例えば「防衛の利益」と「事業の公益性」
との関係性など、いくつかの興味深い判決がある。防衛負担をめぐる判例
の展開についても検討していきたい。
〔付記〕首藤重幸先生には、2003年に法学研究科修士課程に入学して以来、
今日に至るまで懇切かつ丁寧なご指導をいただいている。大学院の講義では
関連する論点について受講生らに多くのご質問をされ、新たな理論状況への
関心を持つことに加え、体系的な視点を持つことを求められた。本稿は、修
士課程以来、首藤先生からのご助言や激励を賜りながら取り組んできたテー
マについて執筆したものである。平板な内容で心苦しい限りだが、今後の精
進を誓って本稿を捧げることにする。
